
高等学校等教育改革促進事業に係る体制基盤構築業務委託

企画提案競技実施要領

１ 趣旨

本業務は、国のグランドデザインや県の総合計画を踏まえ、ネクストハイスクール構想の実現に

向けて県立高校等の教育改革を推進し、産業イノベーション人材を育成するため、国の示す3類型

（類型1：アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成、類型2：理数系人材育成、類型3：多様な

学習ニーズへの対応）の先導的取組を行う拠点を創出する。

また、知事・教育長を共同責任者とし、大学や金融機関、産業団体等が参画する「ALL AKITA 高

校改革加速化コンソーシアム（仮称）」とその下に実務を担う「分科会」を設置し、産学官連携に

よる推進体制を構築する。

本業務は、これらコンソーシアムや分科会の設置・運営を中心とした体制基盤の構築を委託する

ものであり、国の教育行政動向や全国の先駆事例に対する深い見識に加え、本県の地域課題・現状

に対する高度な分析力や企画提案力が不可欠であり、価格のみを基準とする従来の競争入札では最

適な成果を得ることが困難である。

したがって、提案内容や履行体制、専門的ノウハウ等を総合的に評価・審査する通常の一般競争

入札ではなく、企画提案競技方式により事業者を選定するものである。

２ 名称及び概要

（１）名称

高等学校等教育改革促進事業に係る体制基盤構築業務委託

（２）内容

「高等学校等教育改革促進事業に係る体制基盤構築業務委託仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）のとおり。

（３）委託者

秋田県

（４）契約期間

契約締結日から令和９年３月３１日まで

３ 契約上限金額

上限金額は、５，９９６，７６０円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。

ただし、この金額は契約時の予定金額を示すものではなく、事業の規模を示すものである。

４ 事務局



秋田県教育庁高校教育課 調整・企画チーム

住 所 〒010-8580 秋田県秋田市山王三丁目１番１号

電 話 018-860-5161

ＦＡＸ 018-860-5808

E-mail koukou@pref.akita.lg.jp

５ 参加資格

企画提案競技に参加しようとする者は、次の要件を全て満たすものであること。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないものであ

ること。

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（手続開

始の決定を受けた者を除く）でないこと。

（３）公募期間中に国又は地方公共団体により指名停止を受けていないこと。

（４）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体又は暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団おいう。以下同

じ。）、暴力団又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない

者の統制の下にある団体でないこと。

（５）仕様書の「９ 委託先の要件」を満たすこと。

６ 企画提案書の作成及び提出

（１）企画提案書及び必要書類の提出をもって、参加表明とする。

（２）提案は１案に限る。（複数の提案は不可。）

（３）提出書類

①参加資格説明書（様式第１号）

②受注実績整理表（様式第２号） （確認のための契約書等の写しを添付すること。）

③企画提案書（様式第３号）

④企画提案書添付書類（任意様式）

⑤委託経費総額（消費税及び地方消費税を含む。）（任意様式）

（４）企画提案書の記載項目及び枚数等

①仕様書の具現化に関する企画提案内容及び本業務の履行計画を記載すること。

②添付書類を含め３０枚以内にまとめること。

③製本の方法は自由とするが、書類が容易に離散しないように閉じること。

（５）提出部数及び留意事項

①正本１部、副本５部

②正本には代表者の印鑑を押印すること。



（６）提出方法及び場所

４の事務局に持参又は郵送すること。

（７）提出期限

令和８年１１月４日（水）から令和８年１１月１８日（水）までの午前９時００分から午後

５時１５分（郵送による場合には、簡易書留によることとし、同日午後５時１５分まで必着）

とする。

７ 仕様書等関係書類の交付期間及び交付方法

（１）交付期間

公告の日から令和８年１１月１８日（水）までの午前９時００分から午後５時１５分まで

（２）交付方法

４の事務局において交付するほか、秋田県公式ＷＥＢサイト「美の国秋田ネット」からダウ

ンロードすることができる。

８ 提案に係る質疑応答

（１）提出形態

会社名、担当者の所属・氏名、電話・ＦＡＸ番号、メールアドレス、質問内容及び質問内容

を端的に表す題を明記した書面による。

（２）提出方法及び場所

４の事務局に持参、郵送又は電子メール送信によること。

（３）受付期間

令和８年１１月２日（月）午後５時１５分まで

（４）回答方法

美の国秋田ネットにより、令和８年１１月４日（水）までに質問及び内容を公開する。なお、

回答内容は本要領及び仕様書の追加又は修正とみなすこと。

（５）その他

企画提案書に関する事項について、事務局に対する照会及び連絡等は、この要領に定める手

続き以外は受理しない。

９ 委託予定者の選定

（１）選定方法

秋田県教育庁高校教育課内に設置する高等学校等教育改革促進事業に係る体制基盤構築業務

委託企画提案競技審査委員会において、次により選定する。

①企画提案内容を審査基準に基づき審査し、最も優れた提案者を選定して委託予定者とする。

ただし、選定された者が辞退するか、又は５の要件を満たさなくなった場合には、次点の者



を選定することができる。

②提案内容の審査にあたっては、企画提案書類の提出状況等に応じて、ヒアリング審査を実施

するか、又は提出書類による審査（書面審査）のみとするかを企画提案応募後に決定する。

③ヒアリング審査を実施する場合は、その実施日時、場所および実施方法等について、事務局

から応募者に別途通知する。なお、ヒアリング時の説明者は、必要に応じてプロジェクター等

を使用して視覚的に提案内容を説明することができる。

（２）審査基準

「高等学校等教育改革促進事業に係る体制基盤構築業務委託企画提案競技審査基準」のとお

り。

（３）選定の時期

令和８年１１月下旬までに選定する。

（４）審査結果の通知

提案者には、提案内容の審査後、速やかに採否の結果を書面により通知する。

10 契約の締結

審査会で選定された最優秀提案者を契約予定事業者とし、提案書を踏まえ予算の範囲内で契約内

容を決定する。契約内容決定後、契約予定事業者と随意契約手続きに入る。

11 その他

（１）使用する言語及び通貨は、日本語及び日本語通貨に限る。

（２）提案に係る一切の経費については提案者の負担とする。

（３）提案が次の条件の一つに該当する場合には、審査の対象から除外する。

①虚偽の内容が記載されている文書

②関係者に対し、工作等不当な活動を行ったと認められる者

③定めた提出方法、提出先又は期限に適合しない企画提案書

（４）提出期限以降の企画提案書の差替又は再提出は認めない。

（５）提出された企画提案書は返却しない。

（６）提出された企画提案書の機密保持には十分配慮する。

（７）委託予定者の提案内容は、必要に応じて秋田県と委託予定者との協議により、内容を追加、

変更又は削除することがある。


